
農業における技術進歩と規模   

鵬規模別農家の技術構造に関する動態分析嶋  

稲  本  

1 課 席 と 方 法  

わが国の農業を対象に，特に農林省『米生産費調査結果』のCrOSS－SeCtionデータを用いて，  

Cobb－Douglas型生産関数が戦前，戦後において多く計測されているが，これらの計測は第4  

節に詳しく示されるように大川の計測をはじめとしてわが国の農業について規模に関する収穫  

不変の関係（constantreturnstoscale）の存在を指摘してきている。他方，既に文献〔5〕に  

詳しく承した如く，近年，わが国の農業における技術進歩の計量分析が多く展開されてきてい  

るが，このなかで技術進歩率の計測，技術進歩の性格の計測においてしばしば規模に関して収  

穫不変の関係，即ち，1次同次の生産関数が仮定されてきた。   

このように，わが国の農業について実態的にも規模に関して収穫不変の関係の存在が是認さ  

れ，分析方法上も規模に関する収穫不変の関係が仮定されてきているが，文献〔6〕の分析で  

示した如く，特に，昭和30年以降における「主要な技術進歩」の内容や性格が著しく変化して  

きており，わが国の農業について事実認識の点からも，また，分析方法の点からも規模に関す  

る収穫不変の関係についての議論の展開が要請されていると考える。   

ところで，昭和30年以降の「主要な技術進歩」といわれるものは従来の労働対象的・土地節  

約的な技能的技術の進歩から機械化によって代表される労働節約的・手段使用的技術の進歩と  

いわれるものへ移行してきている。これは既に文献〔6〕で論じた如く一般に新しい知識が固  

定資本財に体化された技術進歩として理解されるペきものであ草。そこでは昭和30年以降の  

「主要な技術進歩」が固定資本財に体化されたものであるという理解にたって，特に，耕転手  

段別農家の技術構造の差異に着目し，これを技術の発展段階の差異として動態的に把握して分  

析を展開した。   

本稿では昭和30年以降の「主要な技術進歩」が固定資本財に体化されたものであるという理  

解と，またそれが不分割性であることを考慮して，特に，規模別農家の技術構造の差異に着目  

して，しかもこれを規模別農家間における技術進歩の採用に関するtime－1agによるものであ  

るとして動態的に把握して分析を展開しようとするものである。  
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一般に，農業の技術構造を生産関数の概念によって定量的に把握するとき，①生産要素・生  

産物変換関係，⑧生産要素間結合関係，⑨生産物間結合関係，④生産規模関係という技術構造  

の4つの局面から把挺する方法がしばしばとられるり。本稿で問題とするのはこの4つの局面  

のなかで，①生産要素・生産物変換関係，①生産要素間結合関係，④生産規模関係に関する三  

つの局面についてであり，それぞれ生産係数，生産要素結合比，Cobb－Douglas型生産関数の  

生産弾性係数の和によって把握する方法をとる。以下次のような順序で本稿の分析が展開され  

よう。   

第2節では農林省『米生産費調査結果』の農区別データを用いて東北及び近畿の規模別農家  

の技術構造を生産係数，生産要素結合比によって把握し，これによって規模別農家間の技術構  

造の差異の存在を明らかにすると同時に，規模別農家間の生産係数，生産要素結合比の差異，  

即ち，技術構造の差異が規模別農家間のtimel昭として存在していることを示す。   

第3節では生産係数，生産要素結合比の規模別農家間のtime－1agが同一生産関数上の移動  

に伴うtime－lagではなく異なる生産関数への移動に伴う規模別農家間のtime－1ag，即ち，技  

術進歩の採用に伴う規模別農家間のtime－1agであることを示すと同時にこのようなtime－1ag  

を生ぜしめる要因について検討する。   

第4節では以上で把擾される規模別農家間の技術構造の差異の存在を考慮して，農業におけ  

る生産規模関係の計測一特に規模の経済性の計測に関する前提条件の吟味を行ない，次節に  

おける規模の経済性の計測方法を検討する。   

第5節では以上での議論を理論的基礎として，農林省『米生産費調査結果』の山形県庄内地  

方における昭和30～36年の個表を利用して，規模の経済性の計測を行ない，1．5ha以上の規  

模の農家について規模に関して収穫逓増の関係（increasingreturnstoscale）が存在すること  

を示す。   

なお，本稿の第4節，欝5節は文献〔7〕の一部を修正して転載している。この点で本稿は  

文献〔7〕を発展させたものであることを付記しておく。  

2 規模別農家の生産係数及び生産要素結合比  

第1表，欝2表は農林省『米生産費調査結果』の農区別データによって，東北及び近畿の規  

模別農家の生産係数，生産要素結合比を昭和30年，35年，40年，44年について示したものであ  

る。生産係数は玄米100kg当りの土地（アール），労働（時間），流動資本財（円），固定資  

本財（円），動力使用時問によって，生産要素結合比は土地10アール当りの労働（時間）、，流動  

資本財（円），固定資本財（円），動力使用時問によって計測した。但し，流動資本財，固定資  

本財は40年基準の価格指数によってデフレートした実質額であり，また，総ての生産係数，生  

産要素結合比は5カ年移動平均値が用いられている。  
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帯1義 規模別農家の生産係数及び生産要素結合比 一束北－  
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〃  流動資本財  

〃  固定資本財  

〃  動力機磯住用時間   
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E2．          ●   
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〃  労働時間   

〃  流動資本財（円）   

〃  固定資本財（円）   

〃  動力機放使用時間  

注 2）表中の記号ば以下第5表まで同様  
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第2義 旗模別農家の生産係数及び生産要素結合比 一近畿一   

以上の如く計測された生産係数，生産要素結合比によって，規模別農家の技術構造の二つの  

局面，即ち，生産要素・生産物変換関係及び生産要素間結合関係に関する差異が把擾される。  

欝1表，第2表に示されている如く，これらの諸係数に関して計測された各年度において規模  

別農家間での差異が存在すると同時に，計測された各年度問でも差異が存在する。   

最初に問題とするのは各々の生産係数，生産要素結合比について，計測された各年度におい  

て規模別農家間での差異が存在する点についてである。そこで，生産係数，生産要素結合比に  

ついて存在する規模別農家間での差異について詳しくみると，これらの規模別農家間での差異  

は各々の生産係数，生産要素結合比によって異なっていることが理解されよう。   

5つの生産係数及び4つの生産要素結合比のなかで，労働係数，動力使用時間係数及び労働  

岬土地比率，動力使用時間一土地比率については，計測の各年度において規模別農家間で  

の差異が存在し，労働係数及び労働一土地比率は規模の大きい農家ほど小さいという傾向的  

な差異が存在すること，動力使用時間係数及び動力使用時間一土地比率は規模の大きい農家  

ほど大きいという傾向的な差異が存在することが示される。他の生産係数及び生産要素結合  

比，即ち，土地係数，流動資本係数，固定資本係数及び流動資本∵土地比率，固定資本岬  

－20－   
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欝3養 生産係数，生産要素結合比と経営規模問の単純相関係数  

土地比率については，計測の各年度において規模別農家間での差異が存在するが，労働係数，  

動力使用時間係数及び労働一土地比率，動力使用時問…土地比率についてみられたような  

規模別農家間での傾向的な差異はみられない。   

以上のことは各々の生産係数，生産要素結合比と経営規模（永田南横）との間の相関係数に  

●● よってより正確に定量的に示すことができる。第3表に示される如く，労働係数，動力使用時  

間係数及び労働一土地比率，動力使用時問一土地比率と経営規模との間の相関係数は極め  

て高く，労働係数，労働一土地比率と経営規模の問には負の相関関係が，動力使用時問係  

数，動力使用時間一土地比率と経営規模の問には正の相関関係が存在する。他方，これら以  

外の各々の生産係数，生産要素結合比と経営規模との間の相関係数は労働係数，動力使用時間  

係数，労働欄土地比率，動力使用時問一土地比率と経営規模との問の相関係数に比較して  

かなり低い。   

以上の生産係数，生産要素結合比に関する分析で明らかにされた如く，規模別農家間に労働  

係数，動力使用時問係数及び労働州土地比率，動力使用時問一土地比率の傾向的な差異が  

存在してお 

素間結合関係の傾向的な差異が存在していることが示されるのである。   

そこで，次に問題とするのは第1表，第2真に示された各々の生産係数，生産要素結合比に  

ついて存在する各計測年度の規模別農家間での差異と同時に各計測年度間での差異に関してで  

あり，以上で把握された規模別農家間の二つの局面に関する技術構造の差異が規模別農家間の  

time－1喝として存在することを示すことである。第1図は規模別農家間で傾向的な差異の存  

在していた労働係数を縦軸に，動力使用時問係数を横軸にとり，一つは任意に選ばれた30～50  

アール規模の農家の労働係数，動力使用時間係数の年度間の推移を実線で，二つは任意に選ば  

れた昭和35年における規模別農家の労働係数，動力使用時間係数の差異を点線で示したもので  

ある。欝1図から理解されるように，点線で示された昭和35年における規模別農家の労働係  

＋→21－   
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時間／100kg  
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3．0  

第1 国   

数，動力使用時間係数の差異と実線で示された30～50アール規模の農家の労働係数，動力使用  

時間係数の年度間の差異がパラレルな関係にある。即ち，実線は30～50アール規模の農家の労  

働と動力使用時間に関する異時点間の代替関係を示すものであり，これが点線で示される特定  

時点における規模別農家間における差異とパラレルな関係にあるのである。われわれは以上の  

ことより特定時点における規模別農家の技術構造の差異が規模別農家間のtime－1agとして存  

暗闇／10アリレ  

2  4  6  8 】O 12  卜4 16  椅 20 22時間／10アル  
動力摩周時間一土地比率  

第 2 図  
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在するものであることを容易に理解することが出来よう。   

同様なことは生産要素結合比の点からも示すことができる。第2図は縦軸に労働一土地比  

率，横軸に動力使用時間岬土地比率をとり，∵∵つば任意に選ばれた30～50アール規模の農家  

の労働一土地比率，動力使用時問鵬土地比率の年度間の推移を実線で，二つは任意に選ば  

れた昭和35年における規模別農家の労働欄土地比率，動力使用時問鵬土地比率の差異を点  

線によって示したものである。第2図に示されるように，実線及び点線がパラレルな関係にあ  

り，先に示した生産係数の場合と全く同様に規模別農家の技術構造の差異を規模別農家間の  

time－1ag・として示すことができよう。   

最後に問題とするのは各計測年度の規模別農家の生産係数，生産要素結合比の差異が年度が  

進むにしたがってどのように変化するかに関してでありゝ，これによって以上で把握された規模  

別農家の技術構造の差異が持続的に存在することを示すことである。第4衰，第5表は各々の  

生産係数，生産要素結合比の各計測年度間における変化率を示したものである。   

各々の生産係数，要素結合比率の変化率は第4表，欝5表に示される如く著しく多様な差異  

を示しているが，特に規模別農家間で傾向的な差異が存在した労働係数，動力使用時問係数，  

第4轟 生産係数，生産要素結合比率の変化率 一束北－  （年率％）  
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第与養 生産係数，生産要素結合比の変化率 一近畿一  （年率％）  

労働一土地比率，動力使用時間一土地比率の変化率についてみると以下の諸点が指摘しう  

る。労働係数，動力使用時問係数の変化率については計測期間によって若干の差はあるが，規  

模別農家間で傾向的な差異は存在しない。動力使用時間係数，動力使用時問一土地比率につ  

いては30～35年，35～4日年の計測期間において経営規模が大きい程変化率が大きい傾向が存在  

するが40～44年の計測期においてはこの傾向は解消する傾向がみられる。また，他の生産係  

数，生産要素結合比率の変化率についても規模別農家間で傾向的な差異は認められない。   

以上にみるような生産係数，要素結合比率の変化率の計測結果は先に指摘した規模別農家間  

の技術構造の差異を解消するものではなく，これが持続的に存在することを示すものと考えら  

れる。  

3 技術進歩の採用に関する規模別農家間のtime－1a皇  

前節における生産係数，生産要素結合比に関する分析によって，規模別農家間で二つの局  

面に関する技術構造の持続的な差異が存在すること，しかもこのような規模別農家間での技術  

構造の持続的な差異が規模別農家間のtime－1昭として存在することが指摘されたが，これら  

に対する経済学的理解として次の二つの理解が可能である。一つの理解は上に示すような  

time－1agとして存在する規模別農家間での技術構造の持続的な差異を同一生産関数上の異時  

点間の生産要素代替関係に関するtime－1∈唱として理解するものであり，二つの理解はこれを  

異なる生産関数への移行過程を伴った異時点間の生産要素代替関係に関するtime－1agとして  

－24－   



稲本志良：農巣における技術進歩と規模   

理解するものである。本筋では後者の理解にたって，欝1の問題としてこれを特に種々な農業  

機械に関連した技術進歩の採用に関する規模別農家間のtime－1∈噂 という点から統計資料によ  

って実証的に示すと同時に，第2の問題としてこのような技術進歩の採用に関する規模別農家  

間のtime－1agを生じせしめる要因について同じく統計資料によって実証的に示すことにする。  

特に，ここに示すような規模別農家間の技術構造の差異に関する本節の理解は，同一時点にお  

いていくつかの長期費用曲線の存在，即ち，いくつかの長期の生産関数の存在を仮定し2），こ  

れらの仮定に基づいて従来の単一の長期費用曲線の存在を仮定した，即ち，単一の長期の生産  

関数の存在の仮定に基づいた静態的な分析とは異なって動態的な分析を展開しており，これが  

本稿の一貫した分析方法上の特徴となっている3）。   

先ず欝1の問題と関連して，昭和舶年農林省『米生産費調査結果』の農区別データによって  

東北及び近畿における規模別農家の主要な農業機械別所有台数を第6衰，第7義に示した。特  

に昭和44年について示したの富ま近年水稲生産における機械化が急速に多様化してきており，こ  

のような機械化に関連した技術進歩の採用に関する規模別農家間のtime－l∈将について旧い時  

点に比較してより多くの事実を提供するからである。   

第6表，第7表によって次のような諸点が理解される。脱穀機の場合を例外とすれば，いず  

れの農業機械についても昭和44年の時点において農家10戸当りの所有台数は規模の大きい農家  

ほど大きいという一般的な傾向がみられる。しかし，更にこれを詳しくみるとこの傾向は農業  

貫8義 旗模別農家の主要農業機械所有台数 一束北－  

資料：農林省『米生産費調査結果』昭和44年度  
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第丁養 親模別農家の主要農業機械所有台数 一近畿一  
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資料：農林省『米生産費調査結果』昭和44年変  

換械の種類によってやや異なった興味ある事実を含んでいる。動力耕転機については現在の統  

計資料ではけん引型（小型），く動型（中型），乗用型（大型），の三つに分類されて示されて  

いる。いずれも規模の大きい農家はど10戸当り所有台数が大きい傾向が示されるが，この規模  

別農家間での所有台数の差異は小型のけん引型においてよりも中型のく動型において，また，  

く動型においてよりも大型の乗用型において顕著にみられることが指摘できよう。しかも兼用  

型については東北では150アール未満，近畿では50アール未満の農家におい て未だ全く所有さ  

れていない。同様なことは動力防除俄についても指摘することができる。動力防除機について  

現在の統計資料では動力噴霧機，動力散粉機，ミスト機の三つに分類されている。いずれも規  

模の大きい農家はど10戸当り所有台数が大きい傾向が示されているが，この規模別農家間での  

所有台数の差異は動力噴霧機においてよりも動力散粉機において，また，動力散粉機において  

よりもミスト機において顕著にみられることが指摘できる。また，脱穀槻については現在の統  

計資料では旧来の脱穀機と新しい全自動脱穀機の二つに分類されて示されているが，旧来の脱  

穀機は規模の小さい農家ほど10戸当り所有台数が大きい傾向が示され，全自動脱穀機は規模の  

大きい農家ほど10戸当り所有台数が大きいという傾向の存在することが指摘できよう。   

以上にみるような種々の農業機械に関する規模別農家の所有台数の差異はいうまでもなく特  

定の農業機械の採用に関する規模別農家のtime－1ag，即ち，技術進歩の採f引こ関する規模別農  

家間でのtime－1agを示すものであり，以下欝2の問題としてこのような規模別農家間での  
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time－1∈唱を生じせしめる要因について検討する。   

ところで，農家の技術進歩採用の時期の決定は採用される技術進歩の性格と同時にこれが結  

合すべき生産要索量（特に土地），資金九 経営者能九 危険に対する性向，技術に関する知  

識や経験の蓄積などの内部条件および生産物i生産要素市場条件などの外部条件によって規定  

されよう。いま，われわれが問題とする技術進歩の性格が労働節約的な手段使用的技術進歩で  

あり，また，不分割性の固定資本財に体化された技術進歩であることを考慮して，上に示され  

た経営内部条件及び経営外部条件のなかで，これらの技術進歩と結合すべき生産要素量，特に  

土地規模と技術進歩即ち農業機械の価格及びこれと直接代替関係にある労働の価格即ち賃金水  

準の側面から接近する。即ち，以下ではこれを規模別農家間での技術進歩に対する需要価格の  

差異として把握し，これによって技術進歩採用に関する規模別農家間のtime－1agを説明しよ  

うとするのである。   

第8表は本研究で最も主要な分析対象としている動力耕転機の規模別農家における稼動実績  

を文献〔12〕からの引用によって示したものである。これによると若干の不規則な変動は存在  

するが，大規模の農家ほど動力耕転機1台当り稼動時間が長くなり，小規模の農家はど稼動時  

間が短かくなる傾向が明らかに存在している。先にも指摘した如く，動力耕転機という場合で  

も馬力数，型式が異なり，規模を異にする農家が選択する動力耕転機は馬力数・型式などの点  

で異なる場合が一般であろう。いま，簡単化のためにこれをどの規模の農家も同一の動力耕転  

機を同一価格で購入すると仮定すれば，規模別農家間における動力耕転機1台当りの稼動時間  

の差異は稼動時間1時間当りの動力耕転機価格または減価償却額の差異としてあらわれる。勿  

論，且owとしての動力耕転機の用役が購入される場合には規模別農家間でその購入価格に差  

帯8表 小型農用トラクター稼動実績 一経営規模別－  

原注1）全都府県の1台当り稼動時間は90・2時間である。  

2）基本問題調査参考資料（34．8．6）振興局農産課による。  

3）原表は農産課が農作業改善指導地の農家のうち，1，800点について照会したものをとりまと  

めた非公式の資料である。   

注1）文献〔12〕pp・40より引用  
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第9轟 動力耕転機に対する規模別農家の需要価格 一束北－  

帯川表 動力耕転機に対する規模別農家の需要価格 一近畿一  

異は存在しないが，StOCkとしての動力耕転機が購入される場合には以上のことは不可避であ  

る4）。   

同様なことは第9衰，第10表からも示すことができる。第9表，第10表は農林省『米生産費  

調査結果』の農区別データをもとに東北及び近畿について動力任用時間当りの機械償却額（上  

段：以下これを簡単化のために需要価格Aとよぶ）及びこれを10時間当り賃金で除した額（下  

段：以下これを需要価格Bとよぶ）を示したものである。需要価格Aについてみると各年度に  

おいて規模別農家間に傾向的な差異が存在し，規模の大きい農家ほど需要価格Aは低い。ま  
＼  

た，需要価格Bについてみても各年度において上と同様な傾向が存在するが更にこれの年度間  

の変化についてみると各規模別農家の需要価格Bが年々低下していることも指摘できよう。   

以上に示すような農業機械と関連した技術進掛こ対する規模別農家間の需要価格の差異が技  

術進歩採用に関する規模別農家間のtime－1喝をもたらすことはいうまでもなかろう。また，  

欝9表，第10表においてみた各規模別農家の需要価格Bの年々の低下が近年の急速な農業機械  

化を促進していることも合せて理解されよう5）。  
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4 規模の経済性の計測に関する前擾条件の吟味  

農業における技術構造の一局面として生産規模関係を生産関数の概念によって分析すると  

き，多くの場合規模の経済性，即ち，規模に関して収穫逓増の関係の有無という点から議論  

される。一般に，規模の経済性を生産関数の概念によって論ずるとき，次のように定式化さ  

れる。  

（1）  År′（ガ1，為，…，∬弗）＝′（入∬1，Å為，…，入方形）  

但し，′：㌢次同次生産関数  

茸l，為，…，方形：生産要素投入量   

（1）式は経済学でいう長期的生産関数であり，総ての生産要素が一定割合で増加するとき，  

即ち，要素結合比率一定のもとでの投入一産出（input－OutPut）の量的関係を示しているo  

（1）式におけるこれらの投入一産出の量的関係は  

r＞1：規模に関して収穫逓増（increasingreturnstoscale）  

r＝1：規模に関して収穫不変（COnStantreturnStOSCale）  

r＜1：規模に関して収穫逓減（decreasingreturnstoscale）   

のように要約される。   

以上の議論を実証的研究と結びつき，しばしば農業に適用されるCobb－Douglas塑の生産  

関数を用いて表現すれば次のようになる。いま，簡単化のために次のような二生産要素の  

Cobb－Douglas型の生産関数を考える。  

（2）  y＝』一方α1ガβ2   

αおよびβは一般に生産弾性係数と呼ばれ，次式のように定義される。  

意＝掌／昔 α＝芸／意＝筈／昔，∴街芸／ （3）   

即ち，生産要素1％の増投によってもたらされる産出量の増加割合を示すものであり，各生  

産要素の産出効果を表わすものである。したがって，α＋βは総ての生産要素が1％増加する  

とき，即ち，要素結合比一定のもとで要素投入が1％増加するときの産出量の増加割合を示す  

ものである。（2）式におけるこれらの投入一産出の量的関係は  

α＋β＞1：規模に関して収穫逓増  

α＋βニ1：規模に関して収穫不変  

α＋βく1：規模に対して収穫逓減  

のように要約される。  
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ところで，わが国の農業を対象にしてCobb－Douglas塑の生産関数が戦前から多く計測さ  

れ，これらの計測結果が規模の経済性の議論と結びつき多くの議論が展開されてきた6）。   

大川は昭和12，13，14年の各年について，『米生産費調査結果』の個蓑を用いて次のような  

Cobb－Douglas型の生産関数  

．P＝∂アαヱβCr  
（4）  

但し，タ：生産量，ア：土地面積，ヱ：労働時間，C：資本額，  

α．β．γ：推定すべきパラメーター  

を計測し7），生産弾性係数の和（α＋β＋γ‡の値が昭和12年0．997，13年0．945，14年0．908で各  

年はば1に等しい結果を得た。大川はこれらの計測結果より，わが国の農業においてもっとも  

重要な地位を占める水稲生産において，規模に関して収穫不変の関係が存在し，したがって，  

大経営と小経営の問に生産能率の差はほとんどなく，小農経営存続の経済的，技術的根拠のあ  

ることを示した。   

大川の見解はその後，わが国の多くの農業経済学徒によって支持され，また戦後土屋の計測  

をはじめ多くのCobb－Douglas型の生産関数が計測されたが，これらの計測結果も大川の見  

解を積極的に支持するものであった8）。   

本稿でも大川の計測以降支持されてきた見解を基本的には支持するものであるが，昭和30年  

以降の段階においても上に示された見解がそのままの形で支持されることについては前節まで  

の議論を基礎として次の諸点から疑問を提示するものであり，規模の経済性に関する実証的分  

析に，新たな側面からの分析が要請されてきていると考える。   

第一は農業における技術進歩の性格の変化という点からであり，第二は規模の経済性の計測  

に関する前提条件からである。   

既に文献〔6〕において詳述したように，わが国の農業における技術進歩の性格は昭和30年  

以降著しく変化したと考えられる。わが国の農業における「主要な技術進歩」は品種の改良・  

青嵐肥料の改善と施肥技術の改善，土地改良，栽培管理の改善などによって代表される労働  

対象的・土地節約的な技能的技術の進歩であったが，それが機械化によって代表される労働節  

約的・手段使用的技術の進歩へ移行した。前者は多額な資本投下と結びつくことば少なく，結  

びつく場合でも投下される資本財は可分割性（divisibility）に富み，いわゆる規模の問題にか  

かわる側面はほとんどないといえるものであった。一方，後者は多額の資本投下と結びつくも  

のであり，しかも投下される国定資本財は不可分割性（indivisibility）が強く，当然に規模の  

問題にかかわる側面をもつものといえる。   

第3節までの議論は以上にいうようなわが国の農業における「主要な技術進歩」の性格の変  

化を考慮して，規模別農家間での技術構造の差異の存在を指摘すると同時に，このような規模  
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別農家間での技術構造の差異が主として技術進歩の採用に関する規模別農家間でのtime－1喝  

によってもたらされるものであることを指摘するものであった。このことば当然次にめべるよ  

うな規模の経済性の測定に関する前提条件の吟味を要求するものである。   

ところで，生産関数が計測可能となるためには一般に次に示すような標本農家の同質性に関  

する前提条件が満足されていなければならない9）。  

1）略々均一とみなされる気象条件，土壌条件の農家が選択されること0   

2）経営規模の著しく異なる経営を同一生産関数に属するものとして取り扱わないこと。   

3）生産技術の著しく異なる経営を同一生産関数に属するものとして取り扱わないこと0   

先にも指摘したように，わが国の農業を対象に規模の経済性の議論に関連して実証的立場か  

らCobb－Douglas型の生産関数が多く計測されてきたが，いうまでもなくこれらの計測は上  

に示したような標本農家に関する前提条件が満足されるという仮定のもとになされている0特  

に本稿の主題としている規模別農家の技術構造に関連していえば，規模を異にする農家が単に  

量的関係においてのみ異なり，技術的な質的関係において同質的（hom喝eneOuS）であるこ  

と，即ち，同一の技術構造を有することを前提にして，規模を異にする総ての農家について  

一つの生産関数を計測しているのである。換言すれば，総ての農家を技術的に同質な集団と  

考え，ただ一つの生産関数によってこれらの農家の技術構造を把握しうるとしているのであ  

る。   

しかし，前節までの議論において，技術構造の二つの局面において規模別農家間での持続的  

な差異が存在し，しかもそれが規模別農家間のtime－1agとして存在すること，また，これら  

を，異なる生産関数への移行過程を伴った異時点間の生産要素代替関係に関するtime・1agで  

あるとする経済学的理解がなされることを示した。したがって，このような経済学的理解にた  

っ時，これまでの計測においてなされた規模を異にする農家の技術構造の同質性に関する前提  

条件の仮定の妥当性は失なわれ，規模を異にする農家の技術構造の異質性を考慮した計測がな  

されなければならないことはいうまでもない。もし，このような規模別農家の技術的異質性を  

無視した計測に基づいて規模の経済性を論ずる場合，そこから導びかれる情報は制限され，偏  

りをもつものとなろう。   

ところでわが国の農業を対象にCobb－Doug如型の生産関数が多く計測されたが，そのな  

かで規模を異にする農家を技術的に異質な集団として把捉し，各々の規模別農家の生産関数を  

計測したものとして，沢田・北園10），土屋11）の計測がある0但し，これらの計測結果は次節  

に示される。これらの計測は農業機械化の効果を規模別に分析しようとしたものである0他方，  

文献〔6〕では労働手段疇耕若手段を異にする農家を異質な集団として把握し，各々の耕転手  

段別農家の生産関数を計測し，昭和30年以降における農業の技術進歩について実証的計量分析  

を試みた。文献〔6〕、での計測は本稿の課題を展開するとき，不可欠の技術的情報を提供する  
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ものであり，この技術進動こ関する実証的計量分析と規模に関する実証的計量分析を同時に行  

ない，これらの二つの結果を統一しようとした点が前二者の分析と異なるところである。  

5 規模の経済性の計測と分析   

本筋の計測で対象とするのは文献〔6〕の場合と同様，山形県庄内平野における農林省『米  

生産費諏査結果』に含まれる農家群（昭和31～36年）であり，計測するCobb－Douglas型の  

生産関数は文献〔6〕と同じく，  

y＝』さ芳一α∫弟βさ  
（5）  

但し，y：産出量（短），弟：土地面積（a），戯：固定資本（円），  

農機具償却額，毒力費，賃料々金の35年基準実質額  

α，β：推定すべきパラメーター，∫：規模を示すサフィックス  

であり，異なる点は文献〔6〕では』，α，βの変動を耕転手段別農家の技術構造の差異に基  

づくと考え，本稿では規模別農家の技術構造の差異に基づくと考えている点である。   

われわれの計測においてもっとも重要であり，困難な問題は農家の規模分類に関するもので  

ある。第3節までの分析において示したように，規模を異にする農家の技術的異質性をわれわ  

れは技術進歩の採用に関する規模別農家間でのtime－lagに求めるという動態的に把握する立  

場にたっており，したがって，農家の規模分類はこの点から考えられるべきことばいうまでも  

ない。   

昭和31～36年の庄内地方は動力新患機が畜カに代替して急速に普及する時期である。特に駆  

動型の動力耕転機が比較的大規模層の農家を中心に普及しており，動力新患機普及の階層性が  

指摘されている。同様なことは文献〔6〕におけるわれわれの実証的計量分析からも知ること  

ができる。耕患手段別農家の平均経営土地面積は昭和31～33年では畜力使用の農家1．5ha，畜  

力＋耕志機使用の農家2・5ha，昭和34～36年では畜力使用の農家1．7ha，畜力＋耕転機使用の  

農家2・2ha，耕転機使用の農家2・3haであって，各計測期間とも動力耕転機使用の農家は  

2ha以上に偏りをもって分布していることが知られる。したがって，これまで論じてきたよ  

うな技術構造の差異に基づく農家の異質性という点から，対象とする農家を2ha未満層の  

農家と2ha以上層の農家に分類する。以上の分類に基づく規模別農家の生産関数計測結果  

を第11表に示した。計測結果より明らかになる第一点は各計測期間において生産弾性係数叫  

βぶは共に2ha未満層よりも2ha以上層の農家において大きいことである。このことは次  

頁に示す沢田・北園，土屋の計滅結果からも裏付けることができる。特に土屋は本稿の計測と  

同じ山形県の農林省『米生産費調査結果』に含まれる農家群（昭和29年）を対象とし，規模別  

農家のCobb－Douglas型の生産関数を計測している。土屋の計測は生産要素を土地面鏡，労  
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第11養 親模別農家の生産関数計測結果  

＊印：有意水準1％  

定数項対数値は，31～33年 ①1．109 ⑧0．629 ◎0．897  

34～36年 ①1．746 ⑧1．197 ⑧1．492  

規模別農家の生産関数計測事例  

1〕沢田・北園計測  

注1）計測式 P＝bGαLβ鼠r  

但し，P：農業粗収益，  G：経営耕地面積  

L：能力換算による労働投入量， E：固定資本（大槻具・大家畜）  
2）資料：昭和28年慶福同県「農家経済調査」個表（平担部，50アール以上農家のみ）  
3）原注），定数項bは（（A）2．669，（B）3．545，（C）20．655）  

4）規模分類：（A）一機械資本額 5万円以下の農家  
（B）－ 〃  5～10万円の〃  
（C）一 〃  10万円以上の〃  

5）文献〔16〕より引用   

2〕土屋計測  

注1）計測式 P＝bTaLβClrlC2r2  

但し，P：総収量，  T：土地面積，  L：労働時間  

Cl：流動資本， C望：固定資本財額  

2）資料：昭和29年産山形県，米生産費調査個表（平年作農家のみ）  

3）文献〔17〕より引用  
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働時間，流動資本，固定資本財額の四つに分類して行なったものであるが，2ha＿未満の農家  

と2ha以上の農家の問で掛こ土地と固定資本の生産弾性係数が大きく異なり，2ha以上の  

農家においてこれら二つの生産弾性係数の大きいことが指摘されている。土屋のこの計測結果  

とわれわれの計測結果は一致しており，また，われわれの農家の規模分類の妥当性を示すもの  

といえる。   

計測結果より明らかになる第二点は上に示したことの当然の結果として，規模の経済性の尺  

度一生産弾性係数の和‡恥＋郎）の値が2ha未満の農家よりも2ba以上の農家において  

大きいことである。欝11表に示されているように，各計測期間において2ba未満の農家の生  

産弾性係数の和は1．073，0．949でありはば1に等しい値であり，これは従来，わが国の農業に  

ついて主張された見解と一致するものである。一方，各計測期間において2ha以上の農家の  

生産弾性係数の和は1．156，1．137であり1より大きい値が得られている。即ち，各計測期間に  

おいて2ha以上の農家においては規模に関して収穫逓増の関係が存在していると考えられ  

る。  

●●  われわれは2ha以上の農家における規模に関して収穫逓増の関係の存在をより明らかにす  

るために生産関数の1inearitytestを試みた12）。teStの結果，各計測期間内において1％の有  

意水準で生産関数の1inearityはみたされない。換言すればi％の有意水準で（as＋Ps）の値  

は1から亦離しており，規模に関する収穫逓増の関係の存在することが示される1さ）。   

ところで，以上の規模を異にする農家についての生産関数の計測結果と，文献〔6〕におけ  

る耕怒手段を異にする農家についての生産関数の計測結果の比較を行なうと次のようなことが  

理解される。   

耕転手段を異にす急患家についての生産関数の計測結果を第12表に示したが，各計測期間に  

おいて生産弾性係数αれ針は共に畜力使用の農家においてよりも毒力＋耕転機使用の農家，  

桝転機使用の農家において大きいことが示される。また，このことの当然の結果として生産弾  

第12轟 庄内平野における桝宏手段別農家の生産関数  

注1）＊印：有意水準1％，決定係数は総て0．95以上  

2）文献〔6〕より転載  
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性係数の和（αア＋針‡の値は畜力使用の農家よりも畜力＋桝転機使用の農家，耕転機使用の農  

家において大きく，前者においてはぼ1に等しく，後者においては1より大きな値となってい  

る。前と同様に耕志機使用の農家の生産関数について，その1inearitytestを行なうと1％あ  

るいは10％の有意水準で生産関数の1inearityはみたされない。換言すれば1％あるいは10％  

の有意水準で各生産関数の′匝＋針‡の値は1から亦離していることが示される14）。即ち，前  

者において規模に関して収穫不変の関係が，後者において規模に関して収穫逓増の関係が存在  

している。すでに明らかなように，畜力使用の農家は2ha未満，畜力＋桝転機使用の農家お  

よび耕転機使用の農家は2ha以上の農家に偏よりをもって分布しており，本節の規模を異に  

する農家に関する計測結果は文献〔6〕における耕転手段を異にする農家に関する計測結果を  

反映したものと考えられる。   

このように，農業における手段使用的技術の進歩の過程，即ち，耕転手段の移行の過程にお  

いてそれが種々の規模の農家にもたらす規模効果は異なっている。旧来の畜力は耕転手段移行  

の過程において比較的小規模の農家におそく、まで痩用され，われわれの計測資料の範囲内にお  

いてどの規模の農家にとってもその有利性は等しいとい希る。一方，昭和30年以降急速に普及  

する動力耕転機は比較的大規模の農家において早く使用され，われわれの計測資料の範囲内で  

は大規模の農家にとって有利に作用しているといえる。われわれが計測の対象とした昭和31～  

36年の山形県庄内地方における規模別農家数の変動をみると2′｝3haおよび5ha以上の農  

家数ははとんど変化せず，一方，3～5haの農家数が増加している15）。このことばわれわれの  

計測資料の範囲内で，昭和30年以降の技術進歩がなかでも3ヘノ5haというような大規模な農  

家に有利に作用したものであったことと無関係ではないはずである。ここにわれわれは静態的  

な「技術と規模の経済性」の関連と同時に動態的な「技術進歩と規模の経済性」の関連をみる  

ことができるのである。   

われわれが規模を異にする農家の技術的異質性を無視して規模の経済性を連続的概念による  

分析方法によって論ずるとき，以上の不連続的概念による分析方法によって得たような情報は  

見落されるであろう。ちなみに繚ての規模の農家を同質的な一つの集団として把握し，一つの  

生産関数を計測した結果，第11表に示したように生産弾性係数α∫，郎は各計測期間において  

2ha未満および2ha以上の農家のそれらの平均値に近く，また生産弾性係数の和‡αぶ＋郎）  

の値は二つの農家のそれらの値の平均値に近く，ほぼ1に等しい値と考えられる。  

6 む  す  ぴ  

わが国農業における規模別農家の技術構造に関する事実認識として従来収穫不変の関係の存  

在が指摘されてきた。∵しかし，以上の分析によって明らかな如く戦後の農業における技術進歩  

の性格の変化によって，生産要素・生産物変換関係，生産要素間結合関係，生産規模関係とい  
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う三つのいずれの局面においても規模別農家間の技術構造に差異が生じた。   

勿論，以上に示される規模別農家間の技術構造の差異は特に技術進歩の採用に関する規模別  

農家間のtime－1agによってもたらされるという理解にたっており，技術進歩が存在しない静  

態的な状態のもとではこのような規模別農家間の技術構造の差異は解消さるペきものである。  

しかし，現在のような極めて動態的な社会において技術進歩の存在しない静態的な状態を想定  

することには多くの意義を認めることばできない。  

注1）文献〔21〕参照。   

2）この仮定はいうまでもなく，技術水準を異にする技術の同時併存を仮定しているのと同じである。   

3）従来，経済学あるいは経営学の分野で多くの議論をあつめてきた規模問題は単一の長期費用曲線を  

前提にした完全に静態論的な分析によって展開されてきている。特に，経済学の分野における規模問  

題に関する基本的な文献として〔9〕が参考になる。また，農業に関連してほ文献〔10〕が参考にな  

る。   

4）動力耕転機に事例をとっていえば，現在わが国において，賃耕などによる負owとしての動力桝転  

機の用役市場は未だ小さく，StOCkとしての動力桝転機が購買されるCa鳥eが一般的である。本稿の  

分析はこの想定によっている。  

●●   5）以上の理論は次の図解によってより明瞭になろう。  

動咤‖乗用暗闇  

いま，PB，PB′を各々大規模農家，小規模農家の動力使用時問に対する需要価格Bであるとすれば  

●● （但しPB′＞PB），大規模農家ではより少ない労働とより多い動力使用時間の組合わせの点⑧を選択   
し，小規模農家では逆により多い労働とより少ない動力使用時間の組合わせの点①を選択するであろ   
う。また，PB，PB′を各々時点Tl，T公の需要価格Bであるとすれば（但しPB′＞PB），時間と共に   

需要価格が低下することによって選択される点は①から①へ移行する。即ち，機械化の進展が説明さ   

れる。  

6）展望論文として文献〔19〕参照。  

7）文献〔13〕参照。  

－36嶋   



8）文献〔19〕参照。   

9）文献〔17〕参照。  

10）文献〔16〕参照。  

11）文献〔18〕参照。  

12）1inearitytestの方法についてほ文献〔17〕参照。  

13）各計測期間のF値は，それぞれ4．717，10．083である。  

14）各計測期間のF値はそれぞれ3．924，2．875である。  

15）特に庄内平野における水稲生産農家の動向を示すものとして佐藤繁実「集団栽培プラス中型トラク   

ター稲作の必然性一山形県庄内平野－」近藤痍『米作・新しい披』1967年12月お茶の水書房を  

参考にした。  
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